
第９期決算公告 2026年３月31日
千葉県茂原市茂原661番地

大多喜ガスパートナー株式会社
代表取締役社長 萩原 順也

貸借対照表の要旨(2025年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 151,485
固 定 資 産 290,657
資 産 合 計 442,142

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 34,895
固 定 負 債 247,772
(退職給付引当金) (7,496)
(そ の 他 引 当 金) (28,475)
株 主 資 本 159,475
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 149,475
その他利益剰余金 149,475
(うち当期純利益) (16,023)

負債・純資産合計 442,142

第 29 期決算公告 令和８年３月31日
札幌市手稲区曙４条３丁目18番８号

株式会社北海システムエンジニアリング
代表取締役 土谷 宏一

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 26,865
固 定 資 産 1,285
合 計 28,151

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,627
固 定 負 債 0
株 主 資 本 21,523
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 11,523
利 益 準 備 金 397
その他利益剰余金 11,125
(うち当期純利益) (2,801)
合 計 28,151

第 43 期 決 算 公 告
令和８年３月 31 日

北海道恵庭市戸磯573番地19
ユニマイクロンジャパン株式会社

代表取締役 李 長明
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,907,033
固 定 資 産 3,097,244
資 産 合 計 8,004,277

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,920,949
固 定 負 債 127,976
株 主 資 本 1,044,648
資 本 金 452,000
資 本 剰 余 金 450,000
資 本 準 備 金 450,000
利 益 剰 余 金 1,946,648
(うち当期純損失) (629,052)

負債・純資産合計 8,004,277

第 22 期 決 算 公 告
令和８年３月 31 日
岩手県八幡平市大更第47地割34番地２

南部富士株式会社
代表取締役 森澤 倫典

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 63,434
固 定 資 産 763,783
合 計 827,217

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,887
固 定 負 債 65,534
株 主 資 本 731,796
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 465,937
利 益 剰 余 金 165,858
その他利益剰余金 165,858
(うち当期純利益) (270)
合 計 827,217

第 55 期 決 算 公 告
令和８年３月 31 日
岩手県八幡平市大更第47地割34番地２
株式会社南部富士カントリークラブ

代表取締役 森澤 倫典
貸借対照表の要旨

(令和７年12月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 131,023
固 定 資 産 586,340
合 計 717,364

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 91,439
固 定 負 債 922,976
株 主 資 本 297,051
資 本 金 83,000
利 益 剰 余 金 380,051
その他利益剰余金 380,051
(うち当期純利益) (17,663)
合 計 717,364

第 69 期 決 算 公 告
2026 年３月 31 日

釜石市鈴子町147番地５
釜石瓦斯株式会社

代表取締役社長 澤田 龍明
貸借対照表の要旨

(2025年12月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
固 定 資 産 1,544,299
流 動 資 産 343,859
資 産 合 計 1,888,159

負

債

及

び

純
資
産
の
部

固 定 負 債 1,011,745
流 動 負 債 351,208
株 主 資 本 525,205
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 475,205
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 462,705
(うち当期純損失) (20,085)

負債・純資産合計 1,888,159

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
千
葉
市
営
住
宅
等
の
管
理
の
特
例
に
係
る
公
告

公
営
住
宅
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
九
十
三
号
。

以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
基

づ
き
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

一

千
葉
市
に
代
わ
っ
て
市
営
住
宅
及
び
共
同
施
設
（
以

下
「
市
営
住
宅
等
」
と
い
う
。）の
管
理
を
行
う
者

千
葉
市
住
宅
供
給
公
社

二

一
で
定
め
る
者
が
管
理
を
行
う
市
営
住
宅
等

千
葉
市
営
住
宅
条
例
（
昭
和
三
十
六
年
千
葉
市
条
例

第
五
号
）
別
表
に
掲
げ
る
公
営
住
宅
並
び
に
こ
れ
に
付

随
す
る
共
同
施
設

三

一
で
定
め
る
者
が
行
う
市
営
住
宅
等
の
管
理
の
内
容

イ

法
第
三
章
の
規
定
（
家
賃
の
決
定
並
び
に
家
賃
、

敷
金
そ
の
他
の
金
銭
の
請
求
、
徴
収
及
び
減
免
に
関

す
る
こ
と
を
除
く
。）に
基
づ
い
て
市
営
住
宅
等
の
管

理
を
行
う
こ
と
。

ロ

市
営
住
宅
等
の
整
備
及
び
改
修
に
関
す
る
業
務
、

そ
の
他
イ
に
付
随
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
。

四

一
で
定
め
る
者
が
市
営
住
宅
等
の
管
理
を
行
う
期
間

令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら

令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

千
葉
市
中
央
区
中
央
三
丁
目
三
番
一
号

千
葉
市
住
宅
供
給
公
社

理
事
長

出
山

利
明

県
営
住
宅
及
び
共
同
施
設
の
管
理
の
特
例
に
係
る
公
告

公
営
住
宅
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
九
十
三
号
。

以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

一

静
岡
県
に
代
わ
っ
て
県
営
住
宅
（
共
同
施
設
を
含

む
。）の
管
理
を
行
う
者

静
岡
県
住
宅
供
給
公
社

二

一
で
定
め
る
者
が
管
理
を
行
う
県
営
住
宅

静
岡
県
県
営
住
宅
条
例
施
行
規
則
（
平
成
九
年
静
岡

県
規
則
第
三
十
三
号
）
別
表
第
一
左
欄
に
掲
げ
る
県
営

住
宅

三

一
で
定
め
る
者
が
行
う
県
営
住
宅
の
管
理
の
内
容

法
第
四
十
七
条
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で

に
掲
げ
る
権
限
（
第
一
号
に
掲
げ
る
権
限
に
あ
っ
て

は
、
入
居
者
を
公
募
す
る
こ
と
に
限
る
。）を
行
う
こ

と
。

静
岡
県
県
営
住
宅
条
例
（
昭
和
三
十
六
年
静
岡
県

条
例
第
二
十
六
号
）
第
三
十
七
条
第
二
項
各
号
（
第

七
号
を
除
く
。）に
掲
げ
る
権
限
を
行
う
こ
と
。

県
営
住
宅
の
修
繕
に
関
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
。

四

一
で
定
め
る
者
が
県
営
住
宅
の
管
理
を
行
う
期
間

令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら

令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

静
岡
県
静
岡
市
葵
区
追
手
町
五
番
四
号

静
岡
県
住
宅
供
給
公
社

理
事
長

矢
野

弘
典

御
殿
場
市
営
住
宅
等
の
管
理
の
特
例
に
係
る
公
告

公
営
住
宅
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
九
十
三
号
。

以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

一

御
殿
場
市
に
代
わ
っ
て
市
営
住
宅
及
び
共
同
施
設

（
以
下
「
市
営
住
宅
等
」
と
い
う
。）の
管
理
を
行
う
者

静
岡
県
住
宅
供
給
公
社

二

一
に
定
め
る
者
が
管
理
を
行
う
市
営
住
宅
等
の
名
称

御
殿
場
市
営
住
宅
条
例
（
平
成
九
年
御
殿
場
市
条
例

第
二
十
五
号
）
第
三
条
別
表
に
掲
げ
る
名
称

三

一
に
定
め
る
者
が
行
う
市
営
住
宅
等
の
管
理
の
内
容

法
第
三
章
の
規
定
（
家
賃
の
決
定
並
び
に
家
賃
、

敷
金
そ
の
他
の
金
銭
の
請
求
、
徴
収
及
び
減
免
に
関

す
る
こ
と
を
除
く
。）に
よ
る
市
営
住
宅
等
の
管
理
を

行
う
こ
と
。

た
だ
し
、
法
第
四
十
七
条
第
三
項
に
掲
げ
る
権
限

の
う
ち
第
一
号
の
一
部
（
法
第
二
十
二
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
り
特
定
の
者
を
市
営
住
宅
に
入
居
さ
せ
る

こ
と
。）を
除
く
も
の
と
す
る
。

市
営
住
宅
等
の
修
繕
に
関
す
る
業
務
を
行
う
こ

と
。

四

一
に
定
め
る
者
が
市
営
住
宅
等
の
管
理
を
行
う
期
間

令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら

令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

静
岡
県
静
岡
市
葵
区
追
手
町
五
番
四
号

静
岡
県
住
宅
供
給
公
社

理
事
長

矢
野

弘
典


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